


　両角議員は代表質問で、共産党県議団の現地
調査（９月３日～５日、下伊那郡大鹿村、木曽
郡南木曽町など）を踏まえ、リニア中央新幹線
計画を取り上げました。

　沿線自治体・住民からは「工事車両のすれ違
いはとても無理」「トンネルからの水を川に入
れたら間違いなく水害に遭う」「ＮＨＫのニュー
スで自分の家をリニアが通るのを知った」と、
住環境・自然環境･地域社会の破壊に深刻な不
安が広がっています。
　県が「知事意見書」で求めた作業用トンネル
の削減、環境保全協定などの要求にＪＲ東海は
ゼロ回答。このままリニアが着工されれば、将
来に重大な禍根を残しかねません。知事は「環
境への配慮､ 地域との合意形成」と言うものの
「本県にも大きなメリットをもたらす」と、推
進の姿勢は崩していません。県は地元の声を重

く受けとめ、ＪＲ東海に対して、地元住民の理
解が得られなければ工事の着工をしないように
求めるべきです｡
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　藤岡議員は一般質問で、年収200万円以下の「ワーキングプア」が国
内で1100万人を越え、青年の２人に１人が非正規雇用。県内でも新卒
採用正社員のうち２割が３年以内に離職する深刻な労働実態を指摘。県
が実施した実態調査の結果を質問しました。
　県は「やむなく非正規社員として勤めている人が増えている」「職場
環境の改善が課題」との認識を示し、事業所に様々な働きかけをしてい
ると答えました。
　また、ブラック企業の深刻な実態を紹介。超長時間過密労働・一方的
な賃下げなどの改善を求め労働組合を作った途端、工場閉鎖が発表され、
存在しない事業所への転勤か退職を迫られた事例を示して、ブラック企
業に強く改善指導を行うよう求めました。

　下諏訪町が生活困窮者を対象にした5000円分
の福祉目的商品券の配布を計画したことに対し
て、諏訪福祉事務所は、生活保護者には消費税対
策と二重支給になると判断して、生活保護費から
月1000円ずつ減額することを決めました。町は
商品券の配布を取り止めましたが、７月分の保護
費からは1000円が減額され、翌月返金されまし
た。
　受給者にとっては1000円の減額は死活問題。
今回の商品券は福祉灯油と同様で、8000円まで
は収入認定されずに本来受け取ることができる
ケース。和田議員は一般質問で「町と受給者に謝
罪すべきだ」と主張しましたが、県は「生活保護

制度に沿って対応」と、一切反省の弁はありませ
んでした｡
　生活保護は最後のセーフティネット。受給者の
生活はギリギリの状態で、国の生活保護基準切り
下げの結果､ 仕方なく１食減らす､ ガスも電気も
止めるという深刻な事態が生じています。県の心
ある生活保護行政を強く求めました。
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　共産党県議団が提出した「企業・団体
献金の禁止を求める意見書」（案）につ
いて、小林議員が提案説明を行いました。
　経団連は今年6月に「政治との連携強
化」のため、経団連主導の企業献金再開
を表明しました。企業・団体献金は、政
治資金規正法で原則禁止されています
が、抜け道により野放し状態。企業献金
廃止を前提とした政党助成金には税金が
320億円もつぎ込まれています。
　企業･団体献金はキッパリと禁止すべ
きです。

議場前にて（左より和田あき子、両角友成、藤岡義英、
高村京子、小林伸陽、石坂ちほの各議員）

若者の雇用問題

生活保護費を見込みで減額企業・団体献金禁止へ
意見書案を提出
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共産党県委員会リニア問題対策委員会の見解表明
の記者会見にて（９月24日）

リニア新幹線現地調査
（９月４日、飯田市北条地区の皆さんに聞き取り）
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◎：提案 　○：賛成　 ×：反対
△：会派の中で対応が分かれたもの

※同様の趣旨の請願が5件提出され（秘密保護法やだネット長野ほか）、意見陳述も行われましたが、いずれも
　不採択になりました。

主な意見書案に対する各会派の対応

件　　　　　　名
対　　　　　　応

結果 説明・討論
共産党 自民党 改革新 県・公 県政な 改革ク 無所属

原発の再稼動に反対 ◎ × △ × × ○ ○ 否決
集団的自衛権行使容認閣議決定の
撤回を　※ ◎ × △ × × ○ ○ 否決

消費税率の引上げ中止を ◎ × △ × × ○ ○ 否決
稲作農家の経営安定を ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ 可決 和田議員
企業・団体献金の禁止を ◎ × × × × ○ ○ 否決 小林議員

リニアに懸念噴出！
住民の理解が得られない計画は中止を


